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1. まえがき 

HF 帯以下の電磁波は，地面や海面に沿って見通し外領域

まで比較的長い距離を伝搬できることが知られている．こ

の特長を利用し，古くからラジオ放送や海洋レーダなどに

使用されている． 

2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震は大津波を

引き起こし，東日本の太平洋沿岸に多大な被害を与えた．

この東日本大震災の後，多方面にわたり津波対策の大幅な

強化が進められている． 

津波の位置を探知する手段の一つとして，海岸付近にア

ンテナを設置し，HF 帯以下の電波を送受信する津波監視レ

ーダが注目されている．地面の表面波伝搬損失は海面のそ

れに比べて非常に大きいので，長い探知距離を確保するた

めにはアンテナを海上に設置するのが望ましい．しかしな

がら，レーダシステム全体の構築，管理維持，装置の耐環

境性などを考えると，海上への設置を実現するのは困難で

あり，陸上に設置せざるをえない．この場合，アンテナか

ら津波までの表面波伝搬経路は，伝搬方向に表面インピー

ダンス不連続を有する，いわゆる混合経路（mixed-path）

となる．また，津波監視レーダで使用する主たる伝搬モー

ドは，海面に沿って伝搬する表面波であるが，HF 帯では波

浪の波高は電波の波長に比べて十分には小さくないため，

その伝搬損失への影響は無視できない．従って，津波監視

レーダの回線設計の精度を向上させるためには，波浪の影

響を考慮した海上伝搬解析技術と，陸海混合経路に対する

伝搬損失の予測技術が必要となる． 

地上波伝搬特性に関する研究の歴史はWaitのレビュー論

文[1]によくまとめられており，1900 年頃から活発になされ

るようになった．Sommerfeld[2]と Norton[3-4]は地表面を

平面，大気の屈折率を一様と仮定し，簡潔な形で地表波減

衰関数を導いている．Watson[5]，Bremmer[6]，Wait[7]

らは地表面を球面としてより厳密に解析を行っている．そ

の後，Rotheram がより現実に近い標準大気モデル[8]を考

慮した解析結果を発表した[9-11]． 

 混合経路に対する地上波伝搬特性の解析方法についても

多くの研究がなされているが，本研究では，簡便で，実測

値とよく対応するとされるMillington の方法[12-14]に着目

した．この方法によれば，混合経路を形成する媒質に対し，

地面が各媒質で一様であると仮定したときの伝搬損失距離

特性を知れば，それら媒質が混在した経路に対する伝搬損

失を簡単な公式によって求めることができる． 

一方，1970 年，Barrick は Rice のラフサーフェス理論[15]

と Leontovich のインピーダンス境界条件[16-17]を用い，波

浪を有する海水面の実効表面インピーダンスを導出した

[18-20]．滑らかな地表面に対する表面インピーダンスを凹

凸を考慮した実効表面インピーダンスに置換することによ

り，波浪の影響を加味した解析が可能となる． 

本研究は，上記の地上波伝搬特性解析技術[8-14, 18-20]

の有効性検証を目的とする．まず，2 章において解析方法の

概要を示す．3 章では，陸海混合経路における MF 帯地上波

伝搬特性の測定方法，および，実測値と計算値の比較結果

を示す．4 章では、HF 帯海上伝搬特性の測定方法，および，

実測値と解析値の比較結果を示す．3 章，4 章ともに実測値

と計算値の距離減衰特性が良く対応することを示す． 

 

2. 解析方法の概要 

 

2.1 滑らかで均質な地表面に対する解析方法[9-10] 

図 1 に解析モデルを示す．大気の屈折率 n は高度方向に

のみ変化するものとし，地球は半径が r0で屈折率が neの均

質な誘電体球とする．高さ haに置かれた垂直微小ダイポー

ルによるヘルツベクトルの垂直成分は，近似的に次式で与

えられる． 
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ここで，D は地表面に沿って測った波源から観測点までの

距離，k は真空中の波数，h は地表面からの高さ， 
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図 1 解析モデル 
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は真空中の波動インピーダンスで正規化された地表面の表

面インピーダンス，波動関数 g(1)(S,H )および g(2)(S,H )は 
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の２つの独立な解である．m は大気の修正屈折率であり，

大気の実効屈折率[6] 
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を用いて次式で与えられる． 

    00 exp rHnrrnm effeff   (6) 

 (1)式において積分路を無限大の半円（複素 S 平面の下半

面）で閉じ，留数定理を適用して被積分関数の極の寄与を

評価すると，最終的に U は次の留数級数（residue series）

で表わされる． 
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ここで，Snは 
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の根であり， 
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である． 

 (7)式の級数は波源と観測点の距離が近くなると収束が悪

くなるので，近距離に対する計算は以下に示す別の計算式

を用いる． 

 波源と観測点が地表面上にある場合，(1)式は以下となる． 

 
 

 
   
















 





ikSg
dH

d
ikDS

dS
rDr

ik
U

0,ln

exp

sin

23exp2

2

21

00

3

 (10) 

上式の積分変数を S から q0 に変換し，被積分関数の分母を

k の負冪級数で展開して第 3 項で打切り，積分を実行する

と，最終的に次式を得る． 
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ここで， 
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である．また， 
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はよく知られた Sommerfeld と Norton の地表波減衰関数

[2-4]に対応する．ここで，erfc(・)は補誤差関数である．F1(u)

から F6(u)は u と F0(u)を用いて表わされる．f (1)は大気屈折

率高度分布の線形成分の寄与を表し，f (2) 以上の項は非線形

成分の寄与を表す． 

 

2.2 混合経路に対する計算方法[12-14] 

 Millington の公式は次式で与えられる． 
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ここで，N は混合経路を形成する媒質の数，d は各媒質の経

路長，skおよび rk (k=1,2,…,N－1)はそれぞれ波源および観

測点から各媒質境界までの距離，sN  = rN は波源と観測点の距

離，Ek は地面が媒質#k で一様とした場合の電界強度，ET

が求める電界強度である．また，電界の単位は dB である．

前節に示した方法で海一様および陸一様それぞれに対する

伝搬損失計算結果を上式に代入すれば，陸海混合経路に対

する伝搬損失を簡便に求めることができる． 

 

2.3 波浪（凹凸）を有する海面の実効表面インピーダンス

[18-20] 

波浪のない海水面を x-y 平面としたとき，真空中の波動イ

ンピーダンスで規格化された波浪（凹凸）を有する海水面

の実効表面インピーダンス  は次式のように，波浪の x 方

向波数 p と y 方向波数 q を変数とする波数空間での 2 重無

限積分で与えられる． 
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ここで，  qpW , は波浪の波高スペクトル， 

    
  
















 pk
qp

bb

pkqpbp
qpF 0

22

2

0

222

21
, 




(21) 

   22

0

2

0

0

1
qkpk

k
b   (22) 



 
 

である．前節の滑らかな地表面に対する規格化表面インピ

ーダンス を(20)式の規格化表面インピーダンス  に置き

換えることにより，波浪の影響を考慮した表面波伝搬特性

を解析することができる． 

海洋の波高スペクトルモデル W(p, q) については多くの

海洋学者により様々なモデルが提案されているが，Barrick

はその中の Neumann-Pierson モデルと Phillips モデルの

２つのモデルを採用している．前者は波浪の伝搬方向を考

慮した方向性モデルであり，後者は波浪の伝搬方向を考慮

しない当方性モデルである．Barrick の検討結果によれば，

Neumann-Pierson モデルの upwind-downwind direction

（波浪の伝搬方向＝電波の伝搬方向）は最大の伝搬損を，

同モデルの crosswind direction（波浪の伝搬方向と電波の

伝搬方向が直交）は最小の伝搬損を，Phillips モデルは両者

の中間程度の（平均的な）伝搬損を与えるとされる．本研

究では，海洋の波高スペクトルモデルとして，平均的な伝

搬損を与える Phillips モデルを採用することとする． 

Phillips の海洋波高スペクトルモデルは次式で与えられ

る． 
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ここで， 005.0B ，g は重力加速度（
2secm9.80665 ），

U は風速 [m/sec] である．Phillips モデルにおける風速 U
と波高標準偏差σhとの関係は次式で与えられる． 
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表 1 にシーステート，風速，および Phillips モデルの波高標

準偏差の間の関係を示す．シーステートの定義は文献[18－

20]に従っている．また，一例として，図 2 に風速 U = 7.7 m/s

のときの Phillips の海洋波高スペクトル特性を示す． 

 

表 1 シーステート，風速，および Phillips モデル 

波高標準偏差の関係 
Sea state Wind speed 

[m/s] 
Wave-height RMS

h  [m] 

1 2.57 0.03 
2 5.14 0.13 
3 7.72 0.30 
4 10.29 0.54 
5 12.86 0.84 
6 15.43 1.21 

 

2.4 解析に用いる電気定数と大気屈折率 

計算に用いる地表面の電気定数は，ITU 勧告[21]に基づき，

陸地の比誘電率を εr=15，導電率を σ=0.001S/m（medium 

dry ground）とし，海水の比誘電率を εr=70，導電率を

σ=5S/m とする．波源および観測点の高さはともに零とする．

また，大気の屈折率分布には ITU 勧告[8]に示されている標

準大気モデルを用いる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 Phillips の海洋波高スペクトル特性の一例 

（風速 U = 7.7 m/s） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 陸海混合測定経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 測定に用いた受信機器 

 

    shhhn  exp1   (25) 

ここで， km35.7,10315 6  
sh である． 

 

3. 陸海混合経路における MF 帯伝搬特性 

 

3.1 測定方法 

図 3 に測定地域の地形図と測定経路を示す．波源にはニ

ッポン放送木更津送信所（千葉県木更津市，搬送波周波数

1.242MHz（波長約 242m），送信電力 100kW）を選定し 
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た．本送信所には地面に垂直に高さ約 120m の線状アンテ

ナが設置されており，垂直偏波が放射されている．送信所

からみて同一方向の陸上および海上の伝搬距離特性を測定

するために，送信所と大島元町港を結ぶ直線（図中破線）

を基本測定線とした．実際の測定経路を図 3 に太線で示す．

陸上では車で，海上では東京－大島定期連絡船で移動しな

がら，搬送波周波数の受信電力を測定した．送信所から海

岸までの距離は約 19km，送信所から大島元町港までの距離

は約 90km である．  

図 4 に測定に用いた受信機器を示す．受信アンテナには

SONY 製 AN-12 を用いた．これをスペクトラムアナライザ

に接続して PC でスペアナを制御し，PC に受信電力と時刻

を記録した．また，受信アンテナの近傍に GPS 受信器を設

置し，測定位置と時刻を記録した． 

 

3.2 実測値と計算値の比較 

 図 3 の測定経路に沿って移動測定を行った結果（○印）

と計算結果（△印）の比較を図 5 に示す．横軸は送信アン

テナから測定点までの距離であり，19km 地点が陸と海との

境界である．縦軸は相対受信電力測定値（単位 dB）である．

受信アンテナ利得あるいは入射電界強度と受信電力との関

係を知ることができなかったため，海上における測定値に

対応するように計算結果をオフセットしている．このオフ

セット量は，送信アンテナと受信アンテナの利得(dB)の和

に対応する． 

図 5 において，陸上（距離<19km）での受信電力測定値

には変動幅の大きいフェージングが認められる．陸上の測

定経路は市街地と山地との境界に位置しており，上記フェ

ージングは建物および山による散乱に起因していると考え

られる．陸域測定値の包絡線がおおよその真値を与えると

考えれば，電界強度の減衰特性は，測定値と計算値で良く

対応している．また，海岸線付近の海側において，よく知

られた Recovery effect が生じていることが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. HF 帯海上伝搬特性 

 

4.1 測定方法 

和歌山県白浜町にある試験運用中の海洋レーダを送信源

に選定した．本レーダの送信アンテナは 3 素子八木宇田ア

ンテナであり，海岸線からおよそ 90m 内陸の位置に設置さ

れている．送信波の中心周波数は 24.515MHz，送信ピーク

電力は 200W，偏波は垂直偏波である． 

図 6 に海上伝搬特性の測定経路を黒太線で示す．小型船

舶に受信アンテナを設置し，送信源の近くからおよそ南西

方向に約 55km 離れた位置まで，船で移動しながら受信電

力を測定した．測定日は 2013 年 5 月 13 日，測定時間帯は 

9 時 40 分から 11 時 45 分である．測定に用いた受信機器は

前章と同一である． 

 

4.2 実測値と計算値の比較 

海洋レーダからの距離約 55km まで測定を行ったが，距

離 40km 以上では測定値がほぼ一定となった．これは受信

器の熱雑音による測定限界であり，本測定の有効測定距離

はおよそ 30km までであった． 

 波浪を考慮した解析に必要な測定時の風速を知るため

に，測定日の南紀白浜の風速観測データを調べた．測定日

の 10 分毎の風速の変化[22]を図 7 に示す．有効測定距離 0

～30km の測定時間帯は 9 時 40 分～10 時 40 分の 1 時間で

あり，この時間帯の風速平均値を算出すると，2.6 m/sec と

なる． 

 風速を 2.6 m/sec とした場合の計算結果と実測値との比

較を図 8 に示す．横軸は，有効測定距離 30km までとして

いる．また，距離 1km 地点での測定値に対応するように計

算結果をオフセットしている．実測値と計算値の差異は 

3dB 以下であり，両者の距離減衰特性は良く対応している

ことが確認できる． 

 

5. むすび 

 地上波電波伝搬特性解析方法[9-14]の有効性を検証する

ために，陸海混合経路において MF 帯ラジオ放送波の受信

電力距離特性を実測し，理論値と比較した．また，波浪の 

図 5 陸海混合経路における MF 帯伝搬特性の実測値と計算値との比較 
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図 6 HF 帯海上伝搬測定経路 

 

 

影響を考慮した海上表面波伝搬特性解析技術[18-20]の有効

性を検証するために，海岸付近に設置された海洋レーダを

送信源として HF 帯（24MHz 帯）海上伝搬の受信電力距離

特性を実測し，理論値と比較した．実測値と計算値の距離

減衰特性は良く対応し，解析技術の有効性を確認すること

ができた． 
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